
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１．防災・減災対策 １４，４８２，７８５

1 ○ 農地防災事業費（農林水産部　農地整備課） １，１５４，３０４

地すべり対策事業費 566,717千円
大瀬地区（内子町）アンカー工　など　21か所

（国50/100　県50/100）
ため池等整備事業費 53,400千円

池田地区（新居浜市）耐震対策工　など　5か所
県営　（国55/100　他20/100・11/100　県34/100・25/100）
団体営　国55/100　（他30/100）　県15/100

農業水利施設防災対策事業費 273,000千円
玉津・下島山地区（西条市）ポンプ設備整備

（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）
中山間地域総合農地防災事業費 261,187千円

浅海地区（松山市）ため池工　など　8か所
（国55/100　他17.5/100　県27.5/100）

２ 治山費（農林水産部　森林整備課） １９９，５００

山地防災治山事業費
大藪地区（西条市）谷止工、休場地区（久万高原町）法枠工

（国50/100　県50/100）

３ 漁港建設費（農林水産部　漁港課） １３５，４５０

広域漁港整備事業費
深浦漁港（愛南町）防波堤工、佐田岬漁港（伊方町）臨港道路補修工

県営　（国50/100　他20/100・0　県50/100・30/100）

４ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
２１０，５２５

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）

事業内容 八幡浜道路 ： 千丈トンネル歩車道境界ブロック、道路改良工 など
夜昼道路 ： 橋りょう下部工

負担区分 国5.5/10　県4.5/10

５ ○ 上島架橋整備事業費（土木部　道路建設課） １６８，４２１

対象路線 岩城弓削線（岩城～生名）
対象区間 岩城橋工区　岩城～生名（2.0㎞）
事業内容 取付道路工
負担区分 国2/3　県1/3

平成２８年度１１月補正予算について
（経済対策）

(3,036,550)

(2,047,492)

(1,847,242)

(2,336,844)

(978,421)
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６ ○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
４，１４１，１５７

道路改築事業費 1,866,350千円
東予玉川線（今治市）　など　43か所

（国6.5/10・6/10　県3.5/10・4/10）
橋りょう補修事業費 524,954千円

国道197号（西予市）耐震補強　など　44か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

災害防除事業費 621,252千円
大洲野村線（大洲市）落石防護網工　など　14か所

（国6/10・5/10　県4/10・5/10）
交通安全施設等整備事業費 672,507千円

国道320号（宇和島市）　など　19か所
（国6/10　県4/10）

舗装補修事業費 456,094千円
松山東部環状線（松山市）　など　20か所

（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

７ 河川総合開発費（土木部　河川課） ２５，２０９

堰堤改良費
鹿森ダム（新居浜市）管理用坂路整備　など　6か所

治水42.69～89.10％（国1/2・4/10・1/3　県1/2・6/10・2/3）
上水10.90～32.41％、工水13.26・14.10・55.27％、発電2.04・21.45％

８ ○ 河川改良費（土木部　河川課） ７６３，８１４

河川改修費
内平ヶ谷川（宇和島市）護岸工　など　14か所

（国1/2　県1/2）

９ ○ 河川堤防緊急改築事業費（土木部　河川課） ５３５，１８５

関川（四国中央市）堤防補強　など　8か所
（国1/2　県1/2）

１０ ○ 河川等情報システム改修事業費（土木部　河川課） ２１，０５２

河川等情報システムの改修を行い、迅速かつ詳細な河川情報の収集・提供を行う。

１１ ○ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ６５２，６２８

海岸保全施設整備事業費
松山港海岸（松山市）樋門改修　など　9か所

（国1/2　他1/6・0　県2/6・1/2）

１２ ○ 砂防費（土木部　砂防課） １，２９４，７３７

通常砂防事業費 267,368千円
稲葉川（宇和島市）砂防堰堤工　など　13か所

（国1/2　県1/2）
地すべり対策事業費 343,158千円

梅の木地区（久万高原町）集水井工　など　9か所
（国1/2　県1/2）

急傾斜地崩壊対策事業費 684,211千円
宮川北地区（四国中央市）擁壁工　など　27か所

（国45/100・40/100　他1.8/100　県53.2/100・58.2/100）

(1,635,856)

(19,237,068)

(312,602)

(1,319,395)

(90,525)

(1,910,508)

(5,584,767)
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１３ ○ 土砂災害防止法関連基礎調査事業費（土木部　砂防課） ６３１，５７８

調査数 1,887か所
（国1/3　県2/3）

１４ ○ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ８４６，３１３

港湾整備事業費
松山港（松山市）浮桟橋　など　6か所

（国5/10・1/3　他1/6・2/9　県1/3・4/9）

１５ ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課） ４６３，１５０

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 21～32年度
事業内容 車両基地・貨物駅工事、アクセス道路・外周道路工事　など
負担区分 国6/10　松山市1/8・0　県2.75/10・4/10

１６ 街路事業費（土木部　都市整備課） ２１５，７８９

都市計画街路事業費
中央村松線（四国中央市）、西町中村線（新居浜市）

（国6/10　他0.8/10　県3.2/10）

１７ ○ 県営住宅環境改善整備事業費（土木部　建築住宅課） １６，４０６

桜井団地（今治市）、白浜団地（八幡浜市）エレベーター改修
（国1/2　県1/2）

１８ ○ 河川受託事業費（土木部　河川課） ３２，１００

兼光橋改築工事について、宇和島市からの要請に基づき受託事業として実施する。
事業内容 橋りょう下部工
負担区分 宇和島市10/10

１９ ○ 港湾事業補助金（土木部　港湾海岸課） ７３，３３２

市町等管理港湾の港湾事業を助成するため、市町等施行の国庫補助事業に対して補助する。
補助対象 八幡浜港（八幡浜市）　など　3か所
補助率 国費控除後の1/3以内

２０ ○ 国営南予土地改良事業費繰出金（農林水産部　農地整備課） ３８，０００

２１ ○ 国営南予土地改良事業費負担金（特別会計）（農林水産部　農地整備課）
３８，０００

国営土地改良事業（南予用水地区）の長寿命化対策等に対する県負担金
県負担率 県0.38/3

２２ ○ 直轄道路事業費負担金（土木部　道路建設課） ９９４，２５０

国直轄道路事業（今治道路、松山外環状道路空港線ほか）の道路整備に対する県負担金
県負担率 県1/2・2.58/10・0.88/3

２３ ○ 直轄河川事業費負担金（土木部　河川課） １５７，５２０

国直轄河川改修事業（肱川及び重信川）の樋門耐震化等に対する県負担金
県負担率 県0.88/3

(1,389,153)

(1,645,442)

(5,993,291)

(1,592,440)

　

(107,124)

(262,140)

(83,600)

(83,600)

(5,431,723)

(700,460)
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２４ ○ 直轄砂防事業費負担金（土木部　砂防課） ４６，９３３

国直轄砂防事業（重信川）の砂防堰堤工等に対する県負担金
県負担率 県0.88/3

２５ ○ 直轄港湾海岸事業費負担金（土木部　港湾海岸課） ５８４，６３４

国直轄港湾海岸事業（東予港中央地区）の浚渫工に対する県負担金
県負担率 県0.834/3

２６ ○ 工業用水道施設耐震化事業費（企業会計）（公営企業管理局　発電工水課）
４３５，１５７

耐震補強工事 松山・松前地区 浄水場施設、水管橋
西条地区 沈殿池

２７ えん堤管理費分担金（企業会計）（公営企業管理局　総務課） ６４１

玉川ダム及び黒瀬ダム堰堤改良費負担金

２８ ○ 原子力発電施設周辺地域防災強化対策費（県民環境部　原子力安全対策課）
６０７，０００

伊方原子力発電所周辺に所在する要支援者等の一時避難所として活用可能な施設に放射線
防護機能を付加するほか、避難経路の通行円滑化調査を実施する。

避難所として活用する施設への放射線防護対策
対象施設 要支援者入所施設　など
内容 空気浄化フィルター等による放射性物質の侵入を防止する機能等放射線

防護機能の付加工事
個人線量計等の資機材や備蓄食料の整備

避難経路の通行円滑化調査
対象地域 PAZ圏及び予防避難エリア（伊方町全域）
対象路線 避難計画に位置付けられた避難経路（14ルート）

負担区分 国10/10

(1,843,974)

(124,836)

　

(57,408)
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２．農林水産業の振興 ４，２６４，０９２

２９ ◎ 担い手確保・経営強化支援事業費（農林水産部　農政課） ３，８５０

農業者の売上高拡大やコスト削減等を図るため、農業用機械の導入を支援する。
事業主体 宇和島市
対象者 人・農地プランに位置付けられた中心経営体
補助対象 農業用機械等の導入の際の融資残額
補助率 国1/2以内（上限　個人1,500万円、法人3,000万円）

３０ ◎ 中山間地域所得向上支援対策費（農林水産部　農政課） ３２７，７０８

中山間地域の農業者等の所得向上に向けた生産・販売等の取組みを総合的に支援する。
基盤整備

事業主体 西条市、内子町
事業内容 用排水路の改修、農作業道の舗装　など
補助率 国5.5/10以内

施設整備等
事業主体 八幡浜市、内子町
実施主体 八幡浜市、JA愛媛たいき、内子町鳥獣被害防止総合対策協議会
事業内容 農産物加工施設の整備、かき選果施設の機能向上　など
補助率 国1/2以内・10/10

３１ ○ 地域農業生産流通体制整備事業費（農林水産部　農産園芸課） ３５，２１５

事業主体 大洲市
実施主体 JA愛媛たいき
整備内容 水稲育苗施設
対象作物 水稲
補助率 国1/2

３２ ○ 土地改良費（農林水産部　農地整備課） ８６４，８３２

かんがい排水事業費 352,695千円
八幡浜北地区（八幡浜市）幹線水路　など　6か所

（国50/100・55/100　他25/100・20/100　県25/100）
農道整備事業費 10,500千円

愛南地区（愛南町）耐震設計
（国55/100　他13/100　県32/100）

担い手育成基盤整備事業費 501,637千円
道場地区（西条市）区画整理　など　8か所

（国50/100・55/100　他22.5/100・20/100・17.5/100　県27.5/100・25/100）

３３ 農用地高度利用基盤整備事業費（農林水産部　農地整備課） ２１，３９０

実施箇所 歌仙仙高地区（今治市）農道整備
補助率 国50/100　県5/100

３４ ○ 森林そ生緊急対策事業費（農林水産部　森林整備課） １，７６５，５００

木材加工流通施設等の整備と間伐材の生産等を一体的に推進する。

３５ ○ 造林費（農林水産部　森林整備課） ７３６，６８８

造林間伐促進費
1,110hａ

負担区分 国30/100　県10/100

(299,895)

　

　

　

(4,786,444)

(5,702,859)

(1,491,851)
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３６ 魚礁設置事業費（農林水産部　水産課） ７，０８３

実施箇所 魚島地区（上島町）　など　3か所
負担区分 団体営　国3/6　（他1/6）　県2/6　

３７ ○ 増殖場造成事業費（農林水産部　水産課） １４３，０７６

実施箇所 伊予灘地区（伊予市～伊方町）、今治地区（今治市）
負担区分 県営　（国5/10　県5/10）

団体営　国5/10　（他4/10）　県1/10

３８ 沿岸漁業構造改善事業費（農林水産部　水産課） １１，１５１

事業主体 宇和島市
事業内容 荷さばき施設の実施設計
補助率 水産業・漁村活性化推進機構1/2

３９ ○ 国営緊急農地再編整備事業費負担金（農林水産部　農地整備課）
８７，３６０

国営緊急農地再編整備事業（道前平野地区）の区画整理等に対する県負担金
県負担率 県0.63/3

４０ 鳥獣害防止対策事業費（農林水産部　農産園芸課） １９，３５４

深刻化する野生鳥獣による農作物被害の軽減を図るため、有害鳥獣の捕獲を促進する。
事業主体 市町
実施主体 市町協議会
事業内容 有害鳥獣捕獲活動
補助率 国10/10

４１ ○ 地籍調査事業費（農林水産部　農政課） ２４０，８８５

国土調査法に基づき市町が実施する地籍調査事業に対する負担金
負担区分 国1/2　県1/4（市町1/4）

(142,699)

(484,428)

(74,571)

(119,281)

(315,406)

(751,322)
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３．地域活性化の推進 １２５，４４２

４２ ◎ えひめ版農業ワーキングホリデー推進事業費（農林水産部　農産園芸課）
４９，０８５

県外の学生等が一定期間本県に滞在し、かんきつ収穫等を行いながら地域住民との交流等
を通じて農業と田舎暮らしを体験する「えひめ版農業ワーキングホリデー」を実施する。

えひめ版農業ワーキングホリデーのPR及び参加者募集
参加希望者と受入生産者等のマッチング
キックオフ会の開催（年1回）

時期 28年12月
内容 首都圏・近畿圏の大学生を対象とした体験研修

ワーキングホリデーの実施（年5回）
時期 29年1～3月
受入人数 100人（各20人程度）
受入期間 1か月程度
内容 かんきつ収穫体験、選果場等での作業、郷土料理講習　など

負担区分 国10/10

４３ ◎ 伊予の媛貴海生産体制強化事業費（農林水産部　水産課） ２５，５３６

スマの種苗を安定的に量産できる生産棟などを整備するための実施設計を行う。
整備場所 県水産研究センター
規模・構造 スマ生産棟 S1F

高架水槽 RC3F
事業期間 29年3月～31年3月
負担区分 国1/2　県1/2

４４ ○ 公共交通施設バリアフリー化支援事業費（企画振興部　交通対策課）
４１，６６６

障がい者や高齢者等が公共交通機関を円滑に利用できるよう、JR伊予西条駅のバリアフリー化
に要する経費の一部を補助する。

実施主体 四国旅客鉄道(株)
対象設備 JR伊予西条駅(跨線橋、エレベータ2基、多機能トイレ　など)
事業期間 28年4月～29年3月
負担区分 県1/6(国1/3　市1/6　事業者1/3)

４５ ○ えひめ女性活躍推進事業費（県民環境部　男女参画・県民協働課）
５，２４５

女性の活躍を推進するため、経済団体等と連携しながら推進キャンペーンや各種情報提供
に取り組む。

えひめ女性活躍＆ひめボス推進キャンペーン（ひめボス：愛媛県版イクボス）
時期 29年1～3月
内容 ひめボス宣言をする企業等のイメージアップを図るための

ロゴマーク等の作成、推進アドバイザーによる啓発活動　など
女性の就業継続・復帰支援等に関するハンドブックの作成

作成部数 12,000部
配布先 市町、男女共同参画センター、産科医療機関　など

負担区分　国8/10　県2/10

４６ 学校・家庭・地域連携推進事業費（教育委員会　生涯学習課） ３，９１０

放課後児童クラブと一体型の放課後子ども教室の整備を推進する市町に対し、ICTを活用した
学習支援活動の実施に必要な備品の購入経費を補助する。

事業主体 新居浜市
整備内容 タブレット端末、タブレット保管庫　など
補助率 国10/10

　

　

(97,332)

(10,202)

(49,349)

7


